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本会は、2015年に「看護の将来ビジョン いのち・暮らし・尊厳を
まもり支える看護」を公表しました。これをすべての看護職や一般
生活者、そして社会全体に広く伝えていくため、創立70周年を契
機に、タグラインとステートメントを作成しました。あわせて協会名
のロゴデザインも新設。看護職が地域医療の中心になっていくこ
とをイメージし、力強さとしなやかさを表現しています。ステートメ
ントの全文や動画を公式WEBサイトに掲載しています。ぜひ、ご
覧ください。

タグライン・ステートメント

http://www.nurse.or.jp/home/about/tagline/index.html
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日本看護協会とは

 全国の看護職（保健師・助産師・看護師・准看護師）が
自らの意思で加入する専門職能団体

 会員会費で運営される公益社団法人

 全国の看護職約173万人のうち73万人加入（2025年3月末現在）

（出典：「令和7(2025)年度 通常総会要綱」）

727,903人会員数・計

18,149人保健師

25,690人助産師

665,176人看護師

18,888人准看護師
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日本看護協会の使命

人々の人間としての尊厳を維持し、健康で幸福でありたいという
普遍的なニーズに応え、人々の健康な生活の実現に貢献する。
そのため、

 教育と研鑽に根ざした専門性に基づき
看護の質の向上を図る

 看護職が生涯を通して安心して
働き続けられる環境づくりを推進する

 人々のニーズに応える
看護領域の開発・展開を図る

（定款 第3条）
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日本看護協会SDGs宣言

公益社団法人日本看護協会は、国連が提唱するSDGs

（持続可能な開発目標）を、本会の看護政策とこの推

進に向けての取組みにつなげ、専門職としての看護の

力で健康な社会を実現することに努めて参ります。

看護の取組みは
Triple Impact＊が

示したSDGsの達成に
貢献する

＊英国のグローバルヘルスに関する議員連盟による報
告書。看護の発展が、健康の向上、ジェンダー平等の推
進、経済成長という、３つのインパクトをもたらすことを示
した。



2040年2025年

「看護の将来ビジョン2040」公表

• 2040年の看護のあり方を検討
• 「看護の将来ビジョン」総括

• 多様な観点からのヒアリング、
パブコメ等を経て策定案を精錬

2020-2024年

2015年

「看護の将来ビジョン」 公表

2040年に予測される社会状況

人口減少のなか少子高齢化はピークを
迎え、様々な技術革新により社会や人々
の生活のあり方が変わる。生き方、働き
方、考え方の多様化はさらに進んでいく。
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「看護の将来ビジョン2040」の策定経緯
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生涯にわたり
生活と保健･医療･福祉

をつなぐ看護

穏やかに
死を迎える

健やかに
生まれ育つ

健康に
暮らす

緊急・重症な
状態から
回復する

住み慣れた
地域に戻る

疾病・障害と
ともに暮らす

看護の将来ビジョン

地域包括ケアシステムは、療養する高齢者だけでな
く、子どもを産み育てる人々、子どもたち、障がいの
ある人々などを含む全ての人々の生活を地域で支
えるもの（日本看護協会）

いのち・暮らし・尊厳を まもり支える看護

生活を重視する
保健・医療・福祉制度への転換促進

地域の看護機能の強化

質が高く、持続可能な看護提供
体制の構築

人材確保・労働環境の整備

「生活」と保健・医療・福祉をつなぐ
質の高い看護の普及

看護職の役割拡大・人材育成

 看護機能の連携
 訪問看護師の倍増

 特定行為に係る研修制度の活用
 ナース・プラクティショナー（仮称）制度
 看護基礎教育制度の改革

 看護職の働き方改革モデルの構築
 地域の看護職確保

看護政策の推進
と看護協会組織の強化

政策力強化と国際活動

 政策推進基盤・政策推進力の強化
 看護の役割・機能の可視化
 国際交流活動

本会理念と社会・医療の変化を踏まえ
ビジョン実現に向けた日本看護協会の取り組み
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2015年→2025年を目指して



～2015年に公表したビジョン下での2025年までの取組みを踏まえ、2040年に向けて～

生活を重視する保
健・医療・福祉制
度への転換促進

「生活」と保健・医療
・福祉をつなぐ質の
高い看護の普及

質が高く、持続可能
な看護提供体制の
構築

看護政策の推進と
看護協会組織の
強化

おもな取組みの具体例 ビジョンの達成状況を踏まえ
2040年に向けたおもな取組み

・地域における看護職連携モデルの普及

・訪問看護ステーション大規模化・訪問看護師倍増策

・妊娠期から育児に至る切れ目のないケアの提供体制
の 構築（母ケア病棟（仮称)モデルを通した推進）

・自治体保健師と地域の看護職の連携・協働の推進

・看多機の設置促進・機能強化策

・新たな看護の活動拠点の創出

・訪問看護・看多機の提供体制の強化

・看護提供体制の構築に資する看護DX推進

・産業保健体制の強化

・看護基礎教育の拡充に向けた働きかけ

・特定行為研修の活用推進

・看護職資格の新たな活用基盤の構築

・看護実践能力習熟段階の開発と普及促進

・看護職の生涯学習ガイドラインの公表

・アドバンス助産師認証制度の開始・普及促進

・新たなDiNQL事業の開始

・看護基礎教育4年制化／准看護師の養成停止

・ナース・プラクティショナー（仮称）制度の創設

・未就業者も含めた資格管理・活用体制の普及促進

・CNS/CN/CNA養成戦略の展開

・政策推進のためのエビデンスの創出と活用

・広報戦略(若年層への発信強化）

・ナースセンター機能の強化

・看護職のキャリアと連動した賃金モデル公表・
周知促進

・経年的な要望活動の実現（→人確法基本指針
の改定、 看護職の処遇改善の前進）

・ナースセンターの機能の充実

・看護職のためのポータルサイトNuPSの活用推進

・多様で柔軟な働き方及びWLBのさらなる普及促進

・全ての看護職のキャリアと職責に見合った処遇の実現

・地域における政策力強化

・国際的プレゼンス向上のための人材育成

・地域における政策力及び看護協会組織の強化

・国際交流での日本の経験の共有による貢献
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「看護の将来ビジョン」最終評価（総括）



本会の基本理念・ビジョン・重点政策

看護の将来ビジョン2040

重点政策・重点事業
（概ね3年サイクル）

基本理念（使命）  看護の質の向上
 看護職が働き続けられる環境づくり
 看護領域の開発・展開

使命を果たすための
中長期的な目標

ビジョン達成に向けた
戦略と具体的な事業

 いのち・暮らし・尊厳を まもり支える看護

 全世代の健康を支える看護機能の強化
 専門職としてのキャリア継続の支援
 地域における健康と療養を支える看護職の

裁量発揮
 地域の健康危機管理体制の構築

令和7（2025）年度の重点政策
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日本の人口は近年減少局面を迎えている。

2070年には総人口が9,000 万人を割り込み、高齢化率は38％台の水準になると推計されている

我が国の人口の推移と見通し

厚生労働省第570回中医協（令和5年12月6日） 総-2 9© 2025 Japanese Nursing Association 



人口ピラミッドの変化（1990～2065年）

団塊の世代が全て75歳となる2025年には、75歳以上が全人口の17％となる。
2065年には、人口は9,159万人にまで減少するが、一方で、65歳以上は全人口の約38％となる。

高齢化の進展

出典： 総務省「国勢調査（年齢不詳をあん分した人口）」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）：出生中位・死亡中位推計

65歳～人口
20～64歳人口

１人
1.3人

１人
1.9人

１人
1.9人

１人
5.1人

厚生労働省第570回中医協（令和5年12月6日） 総-2
10© 2025 Japanese Nursing Association 



※総数で算出。男女別で考えた場合、看護師は圧倒的に女性が多い
ため、女性の母数はさらに狭まる可能性。なお養成機関の1学年定員は、
2023年を基準に6.5万人とした。

（令和5年看護関係統計資料集：2023年4月 65,672名）

18歳人口の推移を見ると、2005年には約137万人であったものが、現在は約110万人まで減少。

推計では2035年には初めて100万人を割って約96万人となり、2040年には約82万人と見込まれて

いるが、2024年の出生数は約70万人と、少子化のスピードは想定を上回って加速している。

2022年以前は文部科学省「学校基本統計」、
2023年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）（出生中位・死亡中位）」を元に作成

引用：文部科学省 高等教育の在り方に関する特別部会（第11回）合同会議（令和6年10月16）日配付資料 参考資料1 を
日本看護協会にて改変

養成機関の1学年
定員を2023年と同

数として割ると、選
択する人は

同様に算出する
と選択する人は

12人に1人相当

18歳人口の減少

15人に1人相当

18歳人口を看護師養成機関の1学年定
員※で割ると、看護師を選択する人は

17人に1人相当

11© 2025 Japanese Nursing Association 



（出典）厚生労働省 第７回新たな地域医療構想等に関する検討会 資料1

要介護認定率は、年齢が上がるにつれ上昇し、特に、85歳以上で上昇する。

85歳以上の人口は、2040年に向けて、引き続き増加が見込まれており、医療と介護の複合ニーズ

を持つ者が一層多くなることが見込まれる。

高齢者人口の質的変化(1)

12© 2025 Japanese Nursing Association 



出典：総務省「人口推計（2024年10月１日現在）」をもとに日本看護協会作成
就職氷河期世代は1970年～1982年生まれ、団塊ジュニア世代は、1971年～1974年生まれの人口を足したもの

就職氷河期世代は、2,300万人超で生産年齢
人口の約3割を占める。
2040年には、就職氷河期世代の約3分の1を
占める団塊ジュニア世代が高齢者（65歳以上
）となっている。

総人口における就職氷河期世代（2024年） 大卒求人倍率の推移

バブル崩壊後の厳しい就職状況下、不本意ながら
の非正規雇用、結果的に就職できなかったケース
等が社会問題化。
年金等の社会保障も含め、高齢期の生活困窮化
が懸念される。

高齢者人口の質的変化(２)
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出典：令和5年版 厚生労働白書
https://www.mhlw.go.jp/stf/wp/hakusyo/kousei/22/backdata/01-01-01-13.html （2025年5月8日最終アクセス）

男女ともに50歳時の未婚割合が上昇しているが、特に男性は顕著である。
2020年時点で男性約4人に1人は未婚であることから、高齢者の単身世帯の増加が見込まれる。

独居高齢者の増加／孤立

50歳時の未婚割合の推移
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東京圏と地方部との人口差は今後も拡大する傾向にある。地方部から東京圏の転入者の
大半を10代後半、20代の若者が占め、地方部では、労働力の確保が厳しい状況が続く。

地方から主に都市部への人口移動

出典：国交省 第７３回基本政策部会（令和２年２月２１日） 資料２－６ 主要データ集
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001330176.pdf／ 平成30年住民基本台帳人口移動報告（総務省）より作成
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■地方部から
東京圏への人口移動



■入院患者数が
最大となる年

2040年にかけて、大都市部では85歳以上を中心に医療需要が増加する見込みである一方、
過疎地域では生産年齢人口の減少も大きく、医療需要は減少する見込み。

都市部と過疎地域における医療需要について

（出典）：厚生労働省「患者調査」（2017年）、総務省「住民基本台帳人口」（2018年）、「人口推計」（2017年）及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（2023年推計）」を
基に厚生労働省医政局地域医療計画課において推計。
※ 二次医療圏の患者数は、当該二次医療圏が属する都道府県の受療率が各医療圏に当てはまるものとして、将来の人口推計を用いて算出。
※ 福島県は相双、いわきの２医療圏を含む浜通り地域が一体として人口推計が行われているため、地域別の推計を行うに当たっては、これらの２地域を除く333の二次医療圏について集計。

（出典）厚生労働省 第７回新たな地域医療構想等に関する検討会 資料1 16© 2025 Japanese Nursing Association 



新たな地域医療構想における地域ごとの医療機関機能

第13回（令和6年12月3日）新たな地域医療構想等に関する検討会 資料1 より日本看護協会が作成

高齢者救急・
地域急性期機能

高齢者救急・
地域急性期機能

在宅医療等連携機能在宅医療等連携機能

急性期拠点機能急性期拠点機能

専門等機能専門等機能

高齢者をはじめとした救急搬送を受け入れるとともに、必要に応じて専門
病院や施設等と協力･連携しながら、入院早期からのリハビリ･退院調整
等を行い、早期の退院につなげ、退院後のリハビリ等の提供を確保する

地域での在宅医療の実施、他の医療機関や介護施設、訪問看護、訪
問介護等と連携した24時間の対応や入院対応を行う

地域での持続可能な医療従事者の働き方や医療の質の確保に資す
るよう、手術や救急医療等の医療資源を多く要する症例を集約化した
医療提供を行う

上記の機能にあてはまらない、集中的なリハビリテーション、高齢者等の中
長期にわたる入院医療機能、有床診療所の担う地域に根ざした診療機能、
一部の診療科に特化し地域ニーズに応じた診療を行う

 「治す医療」と「治し支える医療」の役割分担を明確化
 回復に伴う治療や療養は、病院のみならず在宅や介護施設へ広がる

※上記に加え、広域な観点の医療機関機能として「地域及び広域診療機能」：
大学病院本院が担う、広域な観点で常勤医師や代診医の派遣、医師の卒前・卒後教育をはじめとした医療従事者の育成、広域な観点が求め

られる診療を総合的に担い、またこれらの機能が地域全体で確保されるよう都道府県と必要な連携を行う

17
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令和6年9月30日第９回新たな地域医療構想等に関する検討会資料より日本看護協会が作成

在宅等での療養を支える訪問看護

訪問看護の利用率は、年齢と共に増加。訪問看護の利用者数の推計において、2025年以降に後期高
齢者の割合が７割以上となることが見込まれる。訪問看護の利用者数は、多少の地域差はあるものの、
多くの二次医療圏（198の医療圏）において2040年以降にピークを迎えることが見込まれる

18© 2025 Japanese Nursing Association 



令和6年9月30日第9回新たな地域医療構想等に関する検討会資料より日本看護協会が作成

看取りの場は在宅等へ

死亡場所の割合の推移をみると、病院・診療所での死亡の割合は、2005年をピークに
減少し、自宅や介護施設等での死亡の割合が増加。看取りの場は在宅等へ

19© 2025 Japanese Nursing Association 



【出典】厚生労働省HP「医療DXについて」 https://www.mhlw.go.jp/stf/iryoudx.html

医療DX

医療DXとは、保健・医療・介護の各段階において発生する様々な情報やデータを、全体
最適された基盤（クラウドなど）を通して、保健・医療や介護関係者の業務やシステム、デ
ータ保存の外部化・共通化・標準化を図り、国民自身の予防を促進し、より良質な医療や
ケアを受けられるように、社会や生活の形を変えること
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高齢者へのデジタルデバイスの普及

【出典】令和3年版情報通信白書第1部

高齢者像の変化
 日常的にインターネットを利活用

してきた世代
 健康や医療へのアプローチがより

自律的に

情報通信機器の世帯保有率 端末の利用状況（年齢別）

【出典】令和3年版情報通信白書第1部

【出典】総務省（2021）「ウィズコロナにおけるデジタル活用の実態と利用者意
識の変化に関する調査研究
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https://www.ntt-east.co.jp/miyagi/information/detail/pdf/20230215_01.pdf東日本電信電話株式会社 宮城事業部 2023年報道発表資料より

遠隔診療で欠かせない看護の役割発揮

情報通信機器を用いた初診料等※の届出
医療機関数は経時的に増加。
令和５年７月１日時点において約8,500医
療機関となっている

※厚生労働省「オンライン診療の適切な実施に関する
指針」に沿って情報通信機器を用いた診療を行った場
合に算定可能

情報通信機器を用いた初診料等の届出
医療機関数

医療Maas（Medical Mobility as 
a Service）、D to P with N を活用す

ることで、在宅等において、通院が難し
い対象者、慢性疾患の継続的な療養
支援が可能に

D to P with N
（患者が看護師等といる場合の

オンライン診療）

【出典】第562回中医協総会 令和5年11 月8日 資料

22
© 2025 Japanese Nursing Association 



遠隔診療で欠かせない看護の役割発揮

【出典】第562回中医協総会 令和5年11 月8日 資料

離島へき地におけるオンライン診療には「D to P with N」が有効

23



気候変動と気象災害

【出典】https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/ccj/2025/pdf/cc2025_gaiyo.pdf気象庁「日本の気候変動2025」 24© 2025 Japanese Nursing Association 



【出典】COP29 SPECIAL REPORT ON CLIMATE CHANGE AND HEALTH（2024） を参考に、日本看護協会が作成

気候変動気候変動

人口動態
地理的要因
生物学的要因と健康状態
社会政治的要因
社会経済的要因
医療システムのキャパシティ
ジェンダーと公平性

弱みとなる要因 異常気象
気温の高さ
海面上昇
大気汚染
媒介生物の分布と生態系
水不足
食料生産の減少

気象関連災害

人々と地域社会
医療従事者
インフラ
エネルギーシステム
水システム
食料システム
健康システム

暴露

健康リスク

異常気象による怪我と死亡率、熱中症、呼吸器疾患、
水を媒介する病気および水に関する健康への影響、
人と獣の共通感染症、媒介性疾患、栄養不良や食中毒、
非感染性疾患、精神的な疾患

健康に関するアウトカム

医療機関への打撃、
医療システムへの影響

医療システムと
医療機関への影響

気候変動の影響を受けやすい健康リスク
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 少子高齢化による若年世代の減少、85歳以上の高齢者の増加が
同時並行的に進展

 医療・介護の複合的なニーズを有する人々の増加の一方で、
そのニーズに応える担い手の確保は、少子化に鑑みてもより困難に

 高齢化のピークには地域差があり、各地域の状況に応じた対応が
これまで以上に必要に

 DXをはじめとした技術革新は人々の生活のみならず医療・看護の
実践の中にも浸透

 治療や療養、看取りの場は医療機関から在宅等（自宅・居住施設）、
地域での生活拠点を中心としたものへと拡大

 温暖化に伴う気候変動の深刻化は、人々の健康や栄養の問題へと波及

既存の制度や枠組みだけでは対応が難しい
多様な課題が想定される

© 2025 Japanese Nursing Association 

2040年の社会、医療・看護のすがた（まとめ）

26



看護職として

2040年、あなたはどこで何をしていますか?



2025年→2040年を目指して

社会の変化に応じて人々に看護のもつ力を十分に
発揮していくために、私たち看護職は何をめざし、
何に重きを置いて進んでいくべきか。

2025年6月。

2040年に向けて
本会がめざすその方向性を示す
ビジョンを公表。

© 2025 Japanese Nursing Association 

いのち・暮らし・尊厳を まもり支える看護看護の将来ビジョン2040

28



2025年→2040年を目指して

 看護職は、
どのような場においても、どのような人に対しても、
その人の価値観、これまでの人生、これからどうありたいか、
それらすべてを踏まえ、最期を迎えるその時まで、
その人らしい生き方を支援する。

© 2025 Japanese Nursing Association 29

どの時代においても一貫した看護の不変の理念

2040年に向けて看護がめざすもの



2025年→2040年を目指して

 多様な生き方、働き方、そして考え方が存在する中で、
医療・看護、特に人々の健康と生活を支える看護は、
予防・療養・看取り、人々の人生のどの場面においても
自律した専門職としてアプローチできる重要な役割をもつ

 一人ひとりの意思を最大限尊重しつつ、多職種による
チーム医療、介護や福祉を含む地域包括ケアシステムに
おいて、さまざまな連携のキーパーソンとして活躍すること
が求められる

© 2025 Japanese Nursing Association 

2040年に向けて看護がめざすもの

その人らしさを尊重する
生涯を通じた支援

専門職としての
自律した判断と実践

キーパーソンとしての
多職種との協働
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2040年に向けて看護がめざすもの
その人らしさを尊重する

生涯を通じた支援
専門職としての

自律した判断と実践
キーパーソンとしての

多職種との協働

あるべき看護の実現に向けた戦略
質の高い看護実践のための

教育制度改革の実現
より高い自律性を持った

専門職としての活躍

地域における
看護の拠点の確保

看護職が活躍する基盤となるもの
看護職一人ひとりの

ウェルビーイングの重視

自己研鑽と
主体的なキャリア形成の推進

多様で柔軟な
働き方への転換

© 2025 Japanese Nursing Association 

いのち・暮らし・尊厳を まもり支える看護看護の将来ビジョン2040

31

2025年→2040年を目指して



2040年に向けて看護がめざすもの

その人らしさを尊重する生涯を通じた支援

© 2025 Japanese Nursing Association 

 胎児期から老齢期に至るまで、一人ひとりの個別性を重視し、

そのとき、その人にとって最適な看護を提供

 病や心身の衰えなどへの不安を抱えながら働く人々に対して、

その人らしく社会生活との両立ができるよう支援

 プレコンセプションケアから周産期の関わり、成長に応じた健康支援

により、安心して子育てができる環境づくりに注力

 人々の健康への関心を高めるためのICT活用等による健康支援

 新興感染症や災害など不測の事態における最適な看護の提供

 その人らしく最期まで過ごせるよう、ACPをはじめ、

本人主体のプロセスを支え、グリーフケアまでを一貫して支援

32



2040年に向けて看護がめざすもの

専門職としての自律した判断と実践

© 2025 Japanese Nursing Association 

 技術革新が進む中で、医療専門職として自らが変えていく

（＝イノベーションを起こす）意識を持ち、

さまざまな進化に対して、適応力・応用力を発揮

 対象者の状態の変化に応じた看護職のアセスメントと、

それに基づく自律的な対応により必要な医療を提供

 限られた人数で質の高いケアを効果的に提供していくため、

医療・ケアチームの中心として力を発揮
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2040年に向けて看護がめざすもの

キーパーソンとしての多職種との協働

© 2025 Japanese Nursing Association 

 施設・行政等の垣根を越えた看護職同士の連携や他職種をつなぐ

ネットワークづくりへの貢献

 地域における介護職・福祉職など多様な職種の専門性と医療とを

結ぶキーパーソンとしての活躍

 医療に留まらない地域の様々な専門職、専門機関、民間団体、

地域住民との連携支援のためのコーディネート
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質の高い看護実践のための教育制度改革の実現

© 2025 Japanese Nursing Association 

 看護師基礎教育の4年制化

 保健師助産師基礎教育の大学院化

あるべき看護の実現に向けた戦略

より高い自律性を持った専門職としての活躍

 特定行為研修を修了した看護師の活躍促進

 専門看護師、認定看護師のさらなる養成

 ナース・プラクティショナー（仮称）制度の構築

地域における看護の拠点の確保

 人々の生涯にわたり健康を支える看護ケア提供の拠点確保

 看護小規模多機能型居宅介護（看多機）のさらなる活用

 看護職の起業に係るビジネスモデルの確立
35



看護職一人ひとりのウェルビーイングの重視

© 2025 Japanese Nursing Association 

 看護職のウェルビーイングの向上への注力

 看護職自身が日々の実践にやりがいを感じ、

心身ともに充実して働ける環境づくり

 看護職も生活者。その個人としての生活や心身の健康を保つため、

「ワーク・ライフ・バランス」実現に向けた取り組みのさらなる推進

看護職が活躍する基盤となるもの

36

※ウェルビーイング：「世界保健機関（WHO)憲章」において、「健康とは、完全な肉体的、精神的及び社会的福祉の状態であり、
単に疾病又は病弱の存在しないことではない」とされ、「ウェルビーイング」という言葉が用いられている。



自己研鑽と主体的なキャリア形成の推進

© 2025 Japanese Nursing Association 

 専門職としての自律のもと、各自の望むキャリアを積み上げていける
環境づくり

 在宅領域におけるコーディネートの役割の強化、教育研修支援の充実

 DXによる看護業務の効率化の推進

 認定看護管理者の一層の養成と活躍推進

看護職が活躍する基盤となるもの

多様で柔軟な働き方への転換

 夜勤交代制勤務をはじめとした働き方の抜本的な改革

 看護職の職責とキャリアに見合う処遇改善の推進

 看護政策の実現に向けたエビデンス活用のさらなる推進
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ビジョンが描く未来とともに

2040年、あなたはどこでどんな看護をしていますか?


